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は   じ   め   に 

 

 令和６年度の我が国経済は、33 年ぶりの高い水準となる賃上げ、過去最大規模となる名目

100 兆円を超える設備投資、過去最高を更新した企業収益、バブル期の水準を取り戻した株

価など、前向きな動きが随所に見られ、景気は一部に足踏みが残るものの、緩やかに回復し

ました。 

 当県も同様に、雇用情勢や生産活動などに前向きな動きが見られ、県内経済は緩やかに回

復しました。 

 

 このような経済状況の中、令和６年度の県税収入決算額は、対前年度で約 77 億円の増  

（+2.9％）の 2,718 億円となり、過去最高の規模となりました。 

 主な要因を税目別にみると、法人事業税については、円安等を背景とした企業収益の好調

により、対前年度で約 61 億円の増（＋10.6％）となりました。地方消費税については、物価

高の影響による国内消費に係る譲渡割の好調を背景に、対前年度で約 17 億円の増（＋3.0％）

となりました。 

 

 県税の徴収率については、物価高等の影響により納税環境に厳しさが見られる中で、納税

者の皆様の納税意識の向上と税務職員の努力などにより、全体で前年度比 0.2 ポイント増の

98.7％となりました。税目別にみると、個人県民税と自動車税（種別割）が 0.1 ポイント、

軽油引取税が 1.5 ポイントそれぞれ増加しました。 

 

 当県では、かつての財政危機当時に講じた県債の償還期間延長措置の影響が令和７年度か

ら増加に転じ、さらに近年の防災・減災対策等に伴う県債発行額の増加により、公債費は今

後も増加する見通しです。また、高齢化の進展などに伴う社会保障関係経費の増加は避けら

れず、歳出構造は一層硬直化していくことが見込まれるほか、歳入面では、財政調整基金な

どの財源対策に活用可能な基金が近い将来枯渇し、必要な予算が確保できなくなることが見

込まれるなど、県財政を取り巻く環境は極めて厳しい状況となっております。 

 今後は、令和７年度から５年間を「徴収率向上緊急対策期間」と位置づけ、個人県民税の

徴収を担う市町村との連携強化と、現年度分の徴収対策に重点を置いて取り組むとともに、

デジタル技術を活用した納税環境整備や賦課徴収事務の合理化を図るなど、歳入確保に向け

て着実に取り組みたいと考えております。 

 

 本書は、令和６年度の地方税制改正概要、県税の課税状況及び決算状況等各種資料を収録

したものです。関係各位には、本書を県税に対する理解の一助として、また、今後の税務行

政運営上の参考資料として活用していただければ幸いに存じます。 

 

 令和８年３月 

 

岐阜県総務部税務課長  佐藤 利枝 
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